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●●●●●●●９月定例会の議案から

９
月
定
例
会
の

　
　
　
　
　
議
案
か
ら

　
地
域
課
題
の
解
決
に
つ
な
が
る
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し

た
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
と
各
種
デ
ー
タ
を
連
携
さ
せ
た
シ
ス
テ

ム
（
デ
ー
タ
連
携
基
盤
）
の
構
築
と
を
セ
ッ
ト
で
進
め
、
市

民
や
観
光
客
等
が
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
効
率
的
・
効
果
的
に

活
用
す
る
こ
と
が
可
能
な
仕
組
み
を
構
築
す
る
。
本
事
業
に

よ
り
、
利
便
性
の
高
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
。

一
般
会
計
　
予
算
額
　
１
億
６
９
４
４
万
９
千
円

※
財
源
　
情
報
通
信
技
術
利
活
用
事
業
費
補
助
金
（
国
１
／
２
）

　
９
月
定
例
会
で
は
、
令
和
４
年
度
補
正
予
算
お
よ
び
条

例
議
案
を
可
決
し
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
本
市
が
進
め
る
ス

マ
ー
ト
シ
テ
ィ
推
進
事
業
に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
す
。

　
今
回
の
デ
ー
タ
連
携
基

盤
に
は
、
ど
の
程
度
の
機

能
を
構
築
す
る
の
か
。

ま
た
個
人
情
報
を
扱
う
機
能

は
組
み
込
ま
れ
る
の
か
。

　
今
年
度
構
築
す
る
デ
ー

タ
連
携
基
盤
は
、
例
え
ば
、

セ
ン
サ
ー
や
カ
メ
ラ
で
得
た
混

雑
情
報
の
デ
ー
タ
を
観
光
ア
プ

リ
や
デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ
と

い
っ
た
サ
ー
ビ
ス
に
提
供
す
る

機
能
な
ど
に
限
定
す
る
も
の
で

あ
り
、
個
人
情
報
を
取
り
扱
う

機
能
は
持
ち
合
わ
せ
て
い
な
い

仕
様
と
す
る
予
定
で
あ
る
。

問答

　
国
か
ら
の
交
付
額
と
事

業
費
に
差
が
あ
る
理
由
を

伺
う
。

　
２
分
の
１
を
国
の
交
付

金
を
充
て
、
あ
と
の
２
分

の
１
は
市
の
財
源
と
し
て
い
る
。

　
令
和
２
年
に
実
施
し
た

際
の
実
績
を
伺
う
。

　
１
万
５
９
４
４
世
帯

（
対
象
児
童
２
万
６
５
２

９
人
）
に
交
付
し
、
換
金
率
は

98
・
69
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
。

問答問答

「
こ
ん
な
報
告
も
あ
り
ま
し
た
」

●
電
子
図
書
館
事
業
の
開
始

�

な
ど

補正
予算

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

推
進
事
業

（仮称）おだわら子育て世帯応援券　概要
使用期間 令和４年（2022年）12月１日から令和５年（2023年）１月31日まで（２カ月間）
交付対象 令和４年９月30日時点の住民登録者のうち、18歳以下（令和５年３月31日時点）の

子ども（約２万7000人）がいる世帯
発券方法 紙媒体
交付額面 子ども１人につき１冊（１万円分）
交付方法 世帯主宛て簡易書留等にて郵送（１世帯につき１通）
取扱店舗 市内約1100店舗

議案一覧

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
や
物
価
高
騰
の
影
響
を

受
け
る
子
育
て
世
帯
と
市
内

の
商
業
者
を
支
援
す
る
た
め
、

市
内
の
商
店
街
等
で
使
用
で

き
る
応
援
券
（
商
品
券
）
を

発
行
し
、
子
育
て
世
帯
に
交

付
す
る
。
な
お
財
源
と
し
て

国
の
交
付
金
を
活
用
す
る
。

厚
生
文
教

常
任
委
員
会

議
案
関
連
質
疑

子
育
て
世
帯
応
援
事
業

�

２
億
８
８
０
０
万
円

事業スケジュール
令和４年 令和５年
９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

補正予算 契約

プロポーザル 事　業　実　施

運用開始

観光アプリ
サ
ー
ビ
ス

今
回
構
築
の
範
囲

デジタルミュージアム

デ
ー
タ
連
携
基
盤
デ
ー
タ
ア
セ
ッ
ト

ＭａａＳサービス 情報公開用サイト デジタルサイネージ

住民参加型避難
・警戒システム

人流情報
混雑情報

避難所情報
災害情報

センサー
構築済み
（公表情報）

デジタル田園都市国家構想推進交付金
（デジタル実装タイプＴＹＰＥ１）で構築

データ連携基盤（都市ＯＳ）

データ連携基盤と提供されるサービスのイメージ

ＭａａＳとは…�地域住民や旅行者の移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを�
最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスのこと

一
般
会
計
補
正
予
算
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●●●●●●●常任委員会の審査概要

「
こ
ん
な
報
告
も
あ
り
ま
し
た
」

●�

小
田
原
競
輪
開
設
73
周
年

記
念
競
輪
の
結
果

●�

旧
小
田
原
箱
根
商
工
会
議

所
商
工
会
館
の
寄
贈
に
関

す
る
要
望�

な
ど

「
こ
ん
な
報
告
も
あ
り
ま
し
た
」

●�

令
和
３
年
度
地
方
創
生
関

連
交
付
金
事
業
の
効
果
検

証�

な
ど

総
　
務

常
任
委
員
会

建
設
経
済

常
任
委
員
会

地
域
脱
炭
素
移
行
・
再
エ
ネ
推

進
事
業�

１
億
１
４
０
万
円

電
気
料
高
騰
緊
急
支
援
事
業

補
正
額

�

２
億
２
７
６
５
万
８
千
円

　
新
設
補
助
金
に
つ
い
て

ど
の
程
度
の
交
付
件
数
を

想
定
し
て
い
る
の
か
。

　
個
々
の
新
設
補
助
金
メ

ニ
ュ
ー
に
よ
っ
て
、
ば
ら

つ
き
が
あ
る
も
の
の
、
全
体
と

し
て
は
２
０
０
件
程
度
を
想
定

し
て
い
る
。

　
高
効
率
空
調
、
高
効
率

照
明
に
対
す
る
補
助
金
に

お
い
て
、
補
助
額
に
上
限
額
が

設
定
さ
れ
て
い
る
理
由
を
伺
う
。

問答問

①
補
助
対
象

　
市
内
に
事
業
所
を
有
す
る
小

規
模
企
業
者
（
従
業
員
が
20
人

　
当
該
補
助
金
は
、
市
内

中
小
企
業
に
対
し
て
、
幅

広
く
交
付
し
て
い
く
と
い
う
観

点
か
ら
、
上
限
を
設
定
し
た
も

の
で
あ
る
。

答

以
下
（
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
は

５
人
以
下
）
の
事
業
者
）

②
補
助
金
額

　
令
和
４
年
４
月
か
ら
９
月
ま

で
の
支
出
済
み
の
電
気
料
金（
税

込
）
と
前
年
同
時
期
の
電
気
料

金
の
差
額
に
、
補
助
率
（
１
／

２
）
を
乗
じ
た
額
（
上
限
20
万
）

　
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

由
来
の
電
力
を
購
入
し
て

い
る
企
業
に
対
し
、
よ
り
良
い

支
援
メ
ニ
ュ
ー
を
提
供
す
る
な

ど
、
電
力
の
地
産
地
消
に
つ
な

が
る
よ
う
な
取
り
組
み
は
考
え

て
い
な
い
の
か
。

　
今
回
の
取
り
組
み
は
、

物
価
高
騰
な
ど
に
よ
り
電

気
料
金
に
差
額
が
生
じ
た
場
合

の
補
助
を
行
う
も
の
で
あ
り
、

対
象
は
電
気
料
金
全
般
を
指
し

て
い
る
。
事
業
の
目
的
と
し
て

は
、
事
業
者
支
援
、
地
域
経
済

維
持
と
い
っ
た
地
域
経
済
の
底

上
げ
で
あ
る
。

問答

新設補助金メニュー 補助額 事業内容

太陽光発電設備
（０円ソーラー家庭用） ７万円/kW ・自宅等への「０円ソーラー」設置費を補助

・補助対象者は「０円ソーラー」事業者
・非ＦＩＴ、非ＦＩＰ（※）環境価値は需要家に帰属太陽光発電設備

（０円ソーラー事業用） ５万円/kW

０円ソーラー併用
家庭用蓄電池 5.2万円/kWh ・自宅等に「０円ソーラー」と併設する蓄電池の設置費を補助・補助対象者は「０円ソーラー」事業者

太陽光発電設備
（自己所有家庭用） ７万円/kW

・�自宅等に自己所有（リース含む）の太陽光発電設備を設置す
る市民に対して、補助するもの
・非ＦＩＴ、非ＦＩＰ（※）環境価値は需要家に帰属

ソーラーシェアリング 整備費の
１/２

・�ソーラーシェアリングを設置する者に対して、設置費の一部
を補助するもの
・非ＦＩＴ、非ＦＩＰ（※）環境価値は需要家に帰属

高効率空調、
高効率照明

整備費の
１/２

(上限50万円)

・�市内中小企業に対して、高効率空調又は高効率照明の導入費
を補助するもの
・省ＣＯ２効果が30パーセント以上あることが要件

※非ＦＩＴ、非ＦＩＰ：�再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が固定価格で買い取る固定価格
買取制度（ＦＩＴ）および、ＦＩＴの買取価格と市場売却価格の差額をプレミ
アム分として受け取る制度（ＦＩＰ）のいずれの認定も受けないこと。

一
般
会
計
補
正
予
算

一
般
会
計
補
正
予
算

　
太
陽
光
発
電
設
備
の
さ
ら

な
る
普
及
に
よ
る
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
拡
大
等

を
図
る
た
め
、
補
助
金
を
新

設
し
、
こ
れ
ら
の
設
備
導
入

に
対
す
る
補
助
を
行
う
。

　
な
お
財
源
と
し
て
、
国
の�

交
付
金
（
補
助
率
10
分
の

10
）
を
活
用
す
る
。

　
地
域
の
需
要
に
応
え
、
雇

用
を
担
う
市
内
小
規
模
企
業

者
に
対
し
、
長
期
化
す
る
コ

ロ
ナ
禍
の
影
響
や
、
昨
今
の

原
油
高
・
物
価
高
騰
、
不
安

定
な
国
際
情
勢
な
ど
の
状
況

に
鑑
み
、
事
業
継
続
支
援
、

地
域
経
済
維
持
と
持
続
的
発

展
に
繋
げ
て
い
く
た
め
、
事

業
に
用
い
る
電
気
使
用
料
の

一
部
を
補
助
す
る
。

　
令
和
４
年
10
月
上
旬
に
事

業
周
知
お
よ
び
申
請
受
付
開

始
を
予
定
し
て
い
る
。

　
な
お
財
源
と
し
て
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応

地
方
創
生
臨
時
交
付
金
を
活

用
す
る
。
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決算特別委員会の審査概要

令和３年度決算を認定
委 員 長　鈴木 美伸
副委員長　川久保 昌彦
委　　員　金崎 　達　篠原 　弘　　杉山 三郎
　　　　　木村 正彦　奧山 孝二郎　池田 彩乃
　　　　　加藤 仁司　武松 　忠　　横田 英司
　　　　　清水 隆男（※委員は議席番号順）

　総括質疑の詳細は次ページ以降に掲載します。

　総括質疑は、市長、両副市長、教育長等に出席を求め、決算特別委員が全ての会計を対象に質疑を行
いました。採決においては、いずれの決算も認定（水道事業会計ならびに病院事業会計剰余金の処分お
よび決算の認定については、原案可決および認定）すべきものと決定いたしました。

10月３日 総 疑括 ・質 採 決

　決算特別委員会は、本市の各会計の決算内容について詳
細な審査を行うために、本会議の付託を受けて設置されます。
　９月定例会では、令和３年度の各会計（14会計）の決算
認定案（水道事業会計および病院事業会計剰余金の処分を
含む）について、次のとおり審査しました。

　決算認定案等に関連する施設を査察しました。９月28日 現 地 査 察
▶
生
活
道
路
新
設
改
良
経
費

（
国
府
津
駅
周
辺
整
備
事
業
）

▶
河
川
環
境
整
備
経
費
（
多
自
然
水
路
（
曽
比
地
内
）
整
備
事
業
費
）

▶
交
通
安
全
対
策
経
費

（
国
府
津
駅
周
辺
整
備
事
業
）

～ 決算特別委員会　審査結果 ～
〈委員の構成〉

９月22日・26日・27日 書 類 審 査
　決算特別委員会の審査（現地査察、総括質疑を除く）は、
書類審査方式（委員が個別に決算書や会計伝票書類を審査し、
執行部職員と質疑、面談を行い、必要に応じて資料を請求す
る方法）で３日間にわたり、実施しました。
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決算特別委員会の審査概要

総 括 質 疑

新たな交流促進に寄与する東西軸
伊豆湘南道路の実現への取り組みは

　伊豆湘南道路は、静岡県東部地域とつなが
るために必要不可欠なものと考えている。そ

こで令和３年度における伊豆湘南道路の実現に向
けた取り組み状況について伺う。

　この道路は、神奈川県西部と静岡県東部を
結び、中部圏との交流促進に寄与する新たな

東西軸として、両県および県をまたぐ関係市町が
連携し、積極的な取り組みを展開している。活動
内容としては、構想ルートの関係市町で構成する
伊豆湘南道路建設促進期成同盟会により、毎年、
国土交通省本省および関東、中部の両地方整備局
に対する要望活動を実施している。令和３年度は
コロナ禍のため、書面等による要望活動に終始し
たが、例年、可能な限り市長が足を運び、この道
路の必要性や効果を強く訴えている。こうした中、
神奈川と静岡の両県では、現在、概略ルートの検
討を進めるに至っており、令和３年の夏には沿線
市町約14万世帯にアンケート調査が実施された。

問

答

国に先駆けた35人学級の実現
市としての評価は

　本市では国に１年先駆けて、令和３年度か
ら段階的に35人学級を実現した。実現の方法

としては、神奈川県から少人数指導等の担当とし
て配置された教員を学級担任に充て、少人数指導
スタッフは市が独自に配置したとのことであった。
　国に先駆けて35人学級を実現したことに対する
市としての評価を伺う。

　令和３年度から、国より１年前倒して35人
学級を実現したことにより、６つの小学校の

３年生の学級で、１学級当たり10人から15人程度
少ない人数で学級編成をすることができた。
　これにより、児童一人一人に教師の目が行き届き、
きめ細かな支援や指導が可能になるほか、成績デー
タの管理をはじめ提出物等の点検・採点に係る事
務作業量の減少など、担
任の業務負担軽減にもつ
ながる効果的な取り組み
であったと評価している。

問

答

登録有形文化財である旧内野醤油店
取得した建物の種別と金額は

　旧内野醤油店の取得理由として、国の登録
有形文化財であるとともに、建築史および近

代産業史の面からみても歴史的価値を有している
等の説明があったと記憶しているが、取得した建
物の中で、登録有形文化財となっているものはど
こか。また建物取得費の算出根拠と購入金額の内
訳を伺う。

　令和３年度に購入した旧内野醤油店の建物
は、住居部分を除く店舗兼主屋や店蔵、工場、

穀蔵など８件が国の登録有形文化財として登録さ
れている。取得費は、不動産鑑定士が現地の内観・
外観の状況を確認した上で、同程度の建物を建築
した場合の建築費や、経年劣化による価値の減額
を総合的に勘案し作成した不動産鑑定評価書に基
づき算出した。購入金額は１千179万円であり、
その内訳は店舗兼主屋等が238万円、
穀蔵が20万円、工場が20万円、
住居部分が901万円である。

問

答

取得の進まぬマイナンバーカード
交付率の現状と本市の取り組みは

　マイナンバー制度は多分野の個人情報をひ
も付け利用できるようにするもので、プライ

バシー権の侵害の懸念があるが、国はマイナンバー
カード普及のため、デジタル改革関連法で制度の
拡充を図るほか、申請を促す施策を展開している。
そこで国の交付率の目標および本市の交付率と全
国平均を伺う。また本市として、令和３年度はど
のように普及促進に取り組んだのか伺う。

　国は、令和３年３月末までに60パーセント
程度、令和５年３月末までに国民のほとんど

がマイナンバーカードを保有することを目標とし
て掲げた。令和３年度末時点での交付率は、本市
が45.6パーセント、全国平均が43.3パーセントで
ある。令和３年度におけるマイナンバーカード交
付促進の取り組みとしては、専用のタブレット端
末を用いた申請サポートや企業向け出張申請サポー
トのほか、インターネットを利用した交付の予約
の受け付けや土日交付などを実施した。

問

答
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総 括 質 疑総 括 質 疑

地域コミュニティ組織の活動
行政主導でなく、自立を助ける役目に

　地域によっては、自治会長がコミュニティ
組織の代表でもある等、立場を使い分けてい

たり、同じ人がいくつもの分科会や既存団体と絡
んでいたりする。人口減少、少子高齢化が進むと
ともに担い手不足は危機的状況にあるといえる。
自治会をはじめ既存団体が消耗してしまわぬよう
コミュニティ推進事業費を地区自治会連合会に支
出して、運営してもらうべきと思うが見解を伺う。

　地区自治会連合会は、地域住民による最も
基本的な相互扶助の組織であり、地域コミュ

ニティ組織の中でも重要な役割を担っていただい
ている。地域課題が複雑、多様化する状況におい
て、地域コミュニティ組織の活動は、自治会だけ
でなく、各種団体が協力して地域課題の解決を目
指すものであり、引き続き、主体的、持続的な活
動の支援に努めていく。

問

答

小田原駅観光案内所の設置効果
公民連携の取り組み状況は

　コロナ禍の収束につれ、今後は鉄道を利用
して小田原を訪れる観光客が増加することが

見込まれることから、小田原駅は観光客誘致の拠
点として重要な場所であると考える。そこで小田
原駅観光案内所の設置の成果として、利用客案内
の件数や内容、また公民連携の取り組みについて
伺う。

　小田原駅観光案内所の令和３年度の案内実
績数は３万2630件であるが、コロナ禍の影響

で最盛期の約３分の１の数となっている。内容に
ついては、小田原城など史跡や施設に関するもの
が約３割を占め、飲食等に関するものも多くなっ
ている。
　公民連携の取り組みとしては、小田原駅に乗り
入れている鉄道５社と連携し、外国人観光客への
案内を含めた観光案内や情報提供のほか、鉄道会
社と協働したイベントの開催、民間団体も加えて
連携し描かれた西口と東口の階段アートがある。

問

答

デジタルまちづくりの目標
市民に届いていないのでは

　デジタル化によるまちづくりの究極の目標
は、市民の生活が便利になり豊かになること

で、幸せを感じることだと捉えている。しかし市
民からは、小田原市はデジタル化を進めようとし
ているが、一体何を目指しているのか、市民生活
がどのように便利になり豊かになるのか、一向に
分からないとの声があり、その趣旨や目標が市民
に届いていないと思うが、見解を伺う。

　デジタル化の進捗はなかなか目にはすぐに
見えにくいものではあるが、これまでも窓口

のスマート化を通じて、滞留時間の減少や利便性
の向上など、市民目線に立ったデジタル化を進め
るだけでなく、スマホ教室の開催などデジタルデ
バイド対策も行ってきた。地域課題を解決し、誰
一人取り残さないデジタル化の推進による幸福度
の向上こそ目的であり、今後もこの考え方に基づ
いて市民を巻き込んだデジタル化を行っていく。

問

答

小田原市消防本部の救急車の運用
現場滞在時間や搬送先の選定は

　救急行政の円滑な運用は、安心安全のまち
づくりに関する重要な課題と考えている。そ

こで救急車の現場滞在時間について、県内消防機
関との比較と滞在に時間を要する要素および救急
隊による病院の選定の手順について伺う。

　救急隊が現場に到着して出発するまでの平
均現場滞在時間は、湘南地区メディカルコン

トロール協議会に参画する13の消防（局）本部の
平均は約18分、本市消防本部は約23分となってい
るが、背景が類似する相模原市消防局等と比較す
ると、大きな差はない。
　滞在時間に関わる要素としては、傷病者情報の
聴取、傷病者の血圧、脈拍、呼吸、体温の測定・
観察および処置、搬送先病院の選定等がある。
　搬送先病院の選定については、傷病者の観察等
を一通り実施した上で、適応する診察科目、重症
度、緊急度を判断するほか、地理的条件を考慮し
最適な搬送先を決定している。

問

答
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総 括 質 疑総 括 質 疑

支所等住民窓口の縮減
その成果に対する現在の評価は

　本市の支所等住民窓口は、平成31年３月16
日より16カ所から５カ所に縮減したが、マイ

ナンバーカードの発行数が当時と比べ伸びており、
状況が変わってきていると認識している。そこで
改めて、支所等住民窓口の縮減の成果を現在はど
のように評価しているのか伺う。

　支所等窓口は現在、本庁、マロニエ、いず
み、こゆるぎ、アークロードの５カ所に集約

している。このことで施設等管理費で約800万円、
人件費が１億300万円の計約１億1100万円の削減
が図れた一方で、新たなコンビニおよび郵便局で
の証明書交付サービス事業に約1700万円を要した
ことから、差し引きで約9400万円の削減となった。
このことは経費面をみると大きな成果であると考
える。市民サービスの点では、ご不便をおかけし
た面もあったが、コンビニおよび郵便局での証明
書交付サービスが浸透してきており、総合的にみ
ると利便性は向上したものと考えている。

問

答

広報小田原製作業務
地域事業者による対応は

　広報小田原製作業務については、長い間、
東京等の市外事業者の受注が続いている。地

域事業者でも十分に対応できるものと思うが、仕
様書の内容や今後の対応について伺う。

　本業務の仕様書は、同等の地方公共団体の
広報紙製作業務として標準的な仕様であり、

これまでも地域事業者がプロポーザルに参加して
いることから、地域事業者にも適した仕様になっ
ていると認識している。広報紙は、市民の皆さん
に手に取ってもらい、情報を的確に伝えるため、
レイアウト等のデザイン性は重要な要素である。
また毎月、月の初めに必ず発行しなければならず、
事業者の体制や実績も欠かせない要素となるため、
プロポーザルによる選定を継続する予定である。
地域の事業者が本業務に携わることが地域経済の
活性化に資することは十分に認識しており、こう
したことを念頭に置きプロポーザルの実施要領の
策定作業を進めていく。

問

答

AIチャットボットの導入
その効果とこれまでの実績は

　本市では令和３年12月よりＡＩチャット
ボットを導入しているが、これは質問に対し

対話形式で回答を得ることができる仕組みとなっ
ている。このＡＩチャットボットの導入によりど
のような効果を見込んでいるのか。また昨年から
の利用実績について伺う。

　ＡＩチャットボットは、わざわざ市役所に
来ることなく、24時間365日対応できること

で市民や観光客等の利便性の向上を図り、問い合
わせに対する市職員の負担軽減を目的に導入して
いる。検索項目の検証から利用者の関心事項が分
かることから、今後のホームページなどでの周知
に役立てることができることも効果の一つと捉え
ている。またアンケート機能からもおおむね良好
な評価を頂いており、ここ数カ月は４千件を超え
る利用者がいる状況となっている。
　ＡＩチャットボットは市のホームページだけで
なくＬＩＮＥアプリでも利用可能となっている。

問

答

広域避難所２次施設となっている中学校
への災害対策用資機材整備の考え方は

　資機材整備に当たっては広域避難所１次施
設である小学校の整備が広域避難所２次施設

である中学校に優先して行われている。しかし
2019年の台風第19号の際は、本市において７千人
もの避難者があり、多くの方が中学校に避難する
などした。大規模地震の際はその比ではないが、
広域避難所２次施設となっている中学校の今後の
資機材整備の進め方について伺う。

　現在、新型コロナウイルス感染症拡大防止
の観点から、分散避難による広域避難所２次

施設の早期開設についても想定されるため、資機
材の整備も必要であると考えている。そこで現在
検討している災害対策用資機材全般の備蓄計画で
は、整備が必要な資機材の内容と数量に加え、広
域避難所１次施設、２次施設および集中備蓄用倉
庫に整備する資機材の配置方針、また配置スペー
スの課題についても整理している。

問

答
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図
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令和４年９月定例会　賛否一覧
会　派　名

議
決
結
果

日本共産党 公明党 誠　　風 志民・維新の会 緑風会 誠　新
番　　　号 23 24 25 5 6 15 16 7 8 9 10 19 20 1 2 11 12 21 22 3 4 13 14 17 18 26

議　員　名

横

田

英

司

田

　中

　利
恵
子

岩

田

泰

明

荒

井

信

一

金

崎

　
達

奥

　山

　孝
二
郎

楊

　
隆

子

宮

原

元

紀

篠

原

　
弘

大

川

　
裕

鈴

木

和

宏

井

上

昌

彦

加

藤

仁

司

安

野

裕

子

鈴

木

敦

子

鈴

木

美

伸

杉

山

三

郎

武

松

　
忠

小

　谷

　英
次
郎

川
久
保

　昌

　彦

角

田

真

美

鈴

木

紀

雄

木

村

正

彦

神

戸

秀

典

池

田

彩

乃

清

水

隆

男

議案第６２号　令和３年度小田原市一般会計歳
入歳出決算の認定について

認
定×××〇〇〇〇〇〇

※

〇欠〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

議案第６３号　令和３年度小田原市競輪事業特
別会計歳入歳出決算の認定について

認
定×××〇〇〇〇〇〇 〇欠〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

議案第６９号　令和３年度小田原市後期高齢者
医療事業特別会計歳入歳出決算の認定につい
て

認
定×××〇〇〇〇〇〇 〇欠〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

※　議長は採決に加わりません。� ○：賛成　　×：反対　　欠：欠席

◦全６0件のうち、賛否が分かれた議案のみ掲載しています。
◦全議案および陳情の賛否は、市議会ホームページでご覧いただけます。

賛否一覧

陳情の採決結果
件　　　　　　　　　名 結　果

バスケットゴール設置についての陳情書 不採択
◦陳情の全文については、ホームページでご覧いただけます。

陳情一覧

……… 市議会からのお知らせ ………
　この市議会だよりでは紙面スペースの都合から、定
例会における各議案の賛否の全てを掲載することはで
きないため、賛否の分かれたもののみ掲載しております。
なお、市議会のホームページでは全ての議案について
の賛否が掲載されております。該当のページは、トッ
プページから「本会議」に進み、その中の「賛否一覧」
にございます。
　賛否に限らず、各常任委員会における審査概要や一
般質問も同様に、本紙面では一部の紹介であるため、
それ以外の事項については、同様に市議会ホームペー
ジの各所に掲載しております。ただし、ページが多岐
にわたるため、議案の掲載や議決等については、決定
の時期に合わせて内容をお知らせする「市議会メール
マガジン」を発行しております。こちらについては、
事前に登録くださった方への配信となりますが、配信
されたメールには該当のページへのリンクがあります
ので、御活用いただければと存じます。

　メールマガジンの配信を希望される場合
には小田原市ホームページの下部にありま
す「小田原メールマガジン」から登録いた
だけます。メールマガジンには市議会以外
にも環境や子育て等、多数のジャンルがあ
りますので、配信を希望する内容を選択す
ることもできます。
　なお、メールマガジンの登録については、
以下のQRコードからも行うことができます。
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一般質問

一般
質問

　９月定例会では、 ２０人の議員 
が一般質問を行い、市政に対する 
疑問点や将来の展望などについて、
市長等の考え方を確認しました。　　
　ここではその一部を紹介します。

≪質問一覧はＨＰで確認できます≫

そ の 他 の 質 問

　ゼロカーボン・デジタルタウンの候補地と
なっている小田原少年院跡地は、２ヘクター

ル以上の広さがあり、小田原駅から至近の立地条
件を考えると、移住者や周辺住民にとっても魅力
ある街づくりとして非常にポテンシャルの高い土
地である。市長が掲げる「世界が憧れるまち“小
田原”」を実現するためにはこの土地の活用が欠
かせないと考えている。
　そこで跡地用地の取得に関して、これまで財務
省とどのようなやり取りがあったのか。また取得
に関する今後のスケジュールについて伺う。

　事業候補地である少年院跡地は、現在財務
省が所有しており、市として、事業スキーム

についても検討しているところであり、その中で
財務省と調整を重ねているところである。

問

答

◦次世代につなぐ２市８町の合併の必要性
� など

ゼロカーボン・デジタルタウン
用地取得に向けた検討状況は

　杉山　三郎

そ の 他 の 質 問

　公民連携の在り方も時代の変遷や民間の力
等が変化しているため、これまでの「公共の

力」と「民間の力」との連携・協力を明確にした
相互関係が必要となっている。民間事業者のノウ
ハウを活用して公民連携を戦略的に進めていくこ
とは不可欠と考えるが、公民連携のメリットをど
のように考えているか伺う。

　独自のノウハウや資源を有する民間事業者
との連携・協力により、これまで以上に質の

高い公共サービスの提供につながるほか、高度
化・複雑化し、行政だけでは解決を図ることが難
しくなってきている地域課題に適切かつ速やかに
対応できることなどが挙げられる。また民間企業
等における新たな事業機会の創出など、地域経済
の活性化にも資することから、行政と民間の双方
にとってメリットがあるものと考えている。

問

答

◦公民連携による鬼柳・桑原地区の工業団地整備
◦美食のまちづくり

本市が進める公民連携の
目的やメリットは

　木村　正彦

そ の 他 の 質 問

　カスタマーハラスメント（顧客からの暴言
や不当要求といった迷惑行為）の被害は、民

間にとどまらず自治体でも起きている。休職や退
職に追い込まれる職員もいるなど現状は深刻であ
り、人事院では公務員へのカスタマーハラスメン
トを問題視し、府省庁に迅速かつ適切な職員の救
済を求めているが、本市における対策を伺う。

　市民等からの要望に対しては、誠実に対応
することを基本としつつ、悪質な要求や理不

尽なクレームを受けた場合、職員が一人で抱え込
むことで精神的に追い詰められることのないよう、
組織として対応する意識を徹底させることが重要
である。住民対応研修や接遇研修の中で、引き続
きカスタマーハラスメント対策を取り上げていく
とともに庁舎セキュリティの向上に努めていくな
ど、予防やさらなる対策強化に取り組んでいく。

問

答

◦空き家対策
◦本市の行政評価

悪質な要求や理不尽なクレームに
対する本市の対策は

　池田　彩乃
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一般質問

その他 の 質 問

　令和６年４月１日に「困難な問題を抱える
女性への支援に関する法律」が施行される。

今後、国の基本方針を踏まえ、基本計画の策定が、
都道府県では義務づけ、市町村では努力義務とな
るが、法律施行に向けた本市の課題認識を伺う。

　この法律の狙いは、日常生活や社会生活を
営むに当たり、さまざまな困難な問題に直面

することが多い女性の福祉の増進を図り、支援施
策を推進することにより、人権が尊重され、女性
が安心してかつ自立して暮らせる社会の実現を目
指すものである。法律が施行される令和６年４月
に向け、国や県では基本方針や基本計画の策定の
準備を進めており、本市においても、困難な問題
を抱える女性への支援のために、これまで以上に
庁外機関や庁内関係課との連携を強化し、情報共
有を図っていくことが重要だと考えている。

問

答

◦本市における個人情報保護の取り組み
◦本市のふるさと納税� など

困難な問題を抱える女性の支援
法律施行に向けた本市の認識は

　角田　真美

そ の 他 の 質 問

　災害時の要配慮者への支援体制の整備とし
て個別避難計画の作成があるが、計画作成に

はどのような方の参画を想定しているのか。また
現在の福祉避難所の確保状況および今後の充実に
向けた考えを伺う。

　個別避難計画の作成には、本人の状況等を
よく把握しているケアマネジャー等の福祉専

門職や要支援者の身近な地域住民等、さまざまな
方が関わることを想定している。
　福祉避難所については川東タウンセンターマロ
ニエ等の４施設を指定しているほか、15の社会福
祉法人やNPO法人等と災害時の要配慮者の受け
入れについて協定を締結している。今後も市施設
の追加を検討するとともに、各法人等に対して協
定締結を働きかけ、福祉避難所の拡充に努めてい
く。

問

答

◦地域福祉における重層的支援体制
◦市長の説明責任等

災害時における個別避難計画の作成
計画作成時期と福祉避難所確保の状況

　安野　裕子

そ の 他 の 質 問

　小田原市強靭化地域計画では「人命の保護
が最大限図られる」など地域の強靭化に関す

る４つの「基本目標」が設定されている。
　大規模災害時には自衛隊の派遣が考えられるが、
どのようなタイミングでどのような支援を要請す
るのか。また各避難所での使用が想定される発電
機の燃料の備蓄状況を伺う。

　自衛隊への派遣要請は、災害発生後、応急
対策の実施状況などから、必要があると市長

が認めるときに、県知事に対して行う。その内容
は、捜索・救助、給水および人員、物資の輸送な
どである。広域避難所で使用する燃料は、法令で
保管できる範囲内で防災備蓄庫などに備蓄すると
ともに、協定を締結している事
業者から、必要とする場所と用
途に応じ、速やかに確保する。

問

答

◦物価高騰に伴う生活困窮世帯の負担軽減
◦「サイクルスポーツ」を軸としたまちづくりの展開

災害時の応急対策を問う
自衛隊への派遣要請や燃料の備蓄は

　荒井　信一

そ の 他 の 質 問

　家庭教育支援条例の制定については、旧「統
一協会」の関わりが報道されている。市長は

県議時代から同条例に関心をもち、2022年の施政
方針に調査研究を進めると明記しているが、市長
の考える家庭教育支援とは何か伺う。
　また同条例の制定により「親になることが正し
い人生だ」というような一律の価値観を押し付け
ることになるのではないか伺う。

　家庭教育支援とは、地域や行政、学校、事
業者等が家庭の支えとなり、社会全体で子育

てや家庭教育を支援していくことであると考えて
いる。条例については家庭教育支援の方向性を検
討していく中で、制定の必要性を含め今後検討し
ていくが、固定化された理想の家庭像というよう
な一律の価値観を押し付けるものではない。

問

答

◦守屋市長と旧「統一協会」との関係

家庭教育支援条例の制定
一律の価値観の押し付けでは

　横田　英司
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一般質問

その他 の 質 問そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

　史跡石垣山はNHK総合テレビジョンでも
取り上げられたことのある全国的に見ても歴

史的価値の非常に高い史跡であり、その周辺には
史跡江戸城石垣石丁場跡もある。この素晴らしい
史跡をしっかりと次代に引き継ぐためにもガイダ
ンス施設を設置すべきと、令和４年３月の予算特
別委員会で意見を述べた。そこで両史跡のガイダ
ンス施設設置について考えを伺う。

　ガイダンス施設は、史跡の本質的価値を伝
えるために必要な施設であるが、その設置に

は整備全体の方針を定めた計画等の策定はもとよ
り、原則史跡外の設置となるため用地確保の必要
がある。まずは両史跡の保存活用計画等の策定に
向けた準備を進め、将来的なガ
イダンス施設の設置に向けた調
査研究を行っていきたい。

問

答

◦市民会館跡地等の利活用
◦本市の気候変動対策

次代へ引き継ぐべき歴史資産
ガイダンス施設の設置を

　鈴木　美伸

　東京2020オリンピックで正式種目となった
スケートボードについては、全国的に熱量の

高まりが見られるが、スケートボードエリアが不
足していることから、スケートパーク設置を求め
る声を聴く。スケートパークは他のスポーツ施設
と比べ、コストが低く省スペースで設置が可能な
ことから、まちの魅力向上、青少年の健全育成、
プロ選手育成に向けた先行投資として、本市で設
置の検討ができないか伺う。

　スケートボードの利用が認められる施設や
場所があれば、市民の健康づくりや、スポー

ツ振興、地域活性化にも寄与するものと考える。
今後、「市長への提案」や若い人の意見や要望な
ども踏まえながら、現在検討しているスポーツ施
設の在り方の中で、新たなスポーツ施設の必要性
や設置などについて検討していく。

問

答

◦酒匂川水系の土砂管理と、海岸侵食

ニーズが高まるスケートパーク
本市における設置の考えは

　宮原　元紀

　新型コロナウイルス感染症の第７波におい
て、本市では自宅療養者への食料品等支援を

行っているが、届いた食料品の分量が少ない等の
声を聞いた。一人当たりの分量や市内に住民票の
ない方への支援、制度の周知について伺う。

　食料品の確保が困難な自宅療養者に対して
は原則、一人当たり３日分の支援物資を配送

しているが、感染の爆発的な拡大により申請数が
想定を大幅に超え、一時的に一人当たり３日分の
支援が困難となることもあった。
　市内に住民票のない方への支援については、自
宅療養者の情報や同居家族等の確認ができないこ
とから困難と考えている。
　また制度については市ホームページのほか、タ
ウン紙への広告や各医療機関への情報提供により、
周知を図っている。

問

答

◦市長と旧統一教会との関連等
◦市立病院の新病院建設に関して

新型コロナウイルス感染症
自宅療養者への食料品等支援

田中　利恵子

石 垣
史

小田原市長 鈴木十郎書

跡

山

そ の 他 の 質 問

　60年にわたり市民に愛された旧市民会館は、
たとえ閉鎖され、これから壊されていくとし

ても、市民の大切な財産であることに変わりはな
い。そのような建物に対し、民間イベント「小田
原JKまち活プロジェクト」の中で壁に直に色を
塗ったり物に書いたりすることを許可した経緯に
ついて伺う。

　まちの活性化を目指す本事業は市の後援事
業として適当であると判断した。壁面にメッ

セージ等を書きたいという提案を受け、主催者や
参加者に旧市民会館の現状を説明した上で、事業
の趣旨を勘案・検討の結果、夜間は使用しない、
メッセージ等を書く場所を限定する等の条件を付
すことで、安全管理上支障がないと判断し使用を
認めた。

問

答

◦政策監
◦神奈川新聞に対するタウンニュースへの意見広告� など

民間イベントにおける
旧小田原市民会館使用の経緯は

　鈴木　敦子
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一般質問

その他 の 質 問そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問そ の 他 の 質 問

　あらゆる施設にユニバーサルデザインの考
え方を取り入れることは、誰もが住みやすい

共生社会の実現に通じるものであり、本市として
も、全市民一体となってユニバーサルデザイン化
に取り組むべきである。そこで旗振り役となる先
導的な担当部署や組織を設けるべきと考えるが、
今後の組織体制と取り組みの進め方を伺う。

　国では、平成18年に「高齢者、障害者等の
移動等の円滑化の促進に関する法律」を施行

し、平成20年には「バリアフリー・ユニバーサル
デザイン推進要綱」を定めており、本市において
も、これらに即してユニバーサルデザイン化を進
めてきた。ユニバーサルデザインの取り組み分野
は「心のバリアフリー」の推進や生活環境、教
育・文化など多岐にわたっており、現在はそれぞ
れの担当部局で施策を推進しているところである。

問

答

◦「世界が憧れるまち“小田原”」の防災対策の諸課題
など

全ての人が生活しやすいまちへ
ユニバーサルデザイン化の推進

　鈴木　紀雄

　「交流促進による早川・片浦地域農業振興
構想」で示された取り組みが成功し、農業に

挑戦する人が次々と現れることを切望している。
　同構想の策定プロセスにおいて、市は関係者か
らの意見聴取をどのように行ってきたのか。また
交流促進を新規就農者の確保につなげることに対
する見解について伺う。

　実際に取り組みを進める上では、関係者の
意向が重要であることから、それぞれの地域

に出向いて説明会を開催し、直接意見を伺った。
　新規就農者の確保については、コロナ禍に伴う
リモートワークの普及により農業とほかの仕事も
する「半農半Ｘ」という形態が注目されている。
そこで多様な担い手として「半農半Ｘ」も含め、
新規就農に向けた支援に努め、こうした方々の情
報を的確に捉えていく。

問

答

◦コロナ禍における高齢者の健康寿命延伸の取り組み

「交流促進による早川・片浦地域
農業振興構想」による新規就農者の確保

　鈴木　和宏

　江之浦漁港は、本市の漁業に欠かすことの
できない貴重な資源であり、地域経済の好循

環を生み出す重要な資源でもある。防災機能の強
化だけでなく、本市では漁業と観光が共存する本
漁港の利活用を重要課題と捉えているが、現在、
江之浦漁港から国道135号への合流が非常に困難
である。今後の整備に当たり、国道135号と臨港
道路の交差点の改良の考え方について伺う。

　当該交差点は臨港道路が国道135号に対し
て鋭角かつ急勾配に接続された交差点で、特

に漁港側から国道135号への円滑な合流の妨げと
なっている。今後、江之浦漁港の機能強化に本格
的に着手していくが臨港道路の拡幅および交差点
改良は本漁港の将来像を描く上で重要なポイント
と認識しており、交差点改良は安全性、円滑性を
第一に地元の意見等も伺いながら進めていく。

問

答

　富水地区（新屋地内・小台地内）には、建
物の破損や草木の繁茂が著しく、防災、衛生、

景観等、周辺住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ
している空き家がある。周辺住民からの切実な訴
えに対する市の認識、また行政に頼るしか方途が
ない周辺住民の窮状への対応について伺う。

　一部の管理不全の空家等が、樹木の繁茂や
鳥獣害などにより周辺環境に深刻な影響を与

えていることは承知しており、未だ解決に至って
いないことで周辺住民に御迷惑をお掛けしている
ことに憂慮している。管理不全の空き家等を改善
するため、管理責任のある所有者等に対し、粘り
強く適正管理するよう指導するとともに、法律に
基づき、助言・指導、勧告、命令の段階的な措置
ができる「特定空家等」としての認定も視野に入
れながら改善を求めていく。

問

答

◦農林業
◦観光業

◦小田原市の人口動向と将来展望

片浦地域における水産業の振興
江之浦漁港臨港道路交差点の改良は

管理不全の空き家が及ぼす影響
周辺住民の声に対する認識と対応は

奥山　孝二郎　　篠原　弘



142022.11.１  小田原市議会だより  ●

一般質問

≪ボトルネック踏切≫
　自動車と歩行者の交通量が多く、渋滞や歩
行者の滞留が多く発生している踏切のことで、
自動車ボトルネック踏切と歩行者ボトルネッ
ク踏切がある。
　歩行者ボトルネック踏切は、一日当たりの
踏切自動車交通遮断量と踏切歩行者等交通遮
断量（※）の和が５万以上かつ一日当たりの
踏切歩行者等交通遮断量が２万以上になる踏
切を指す。

※�踏切歩行者等交通遮断量＝歩行者および自
転車の交通量×踏切遮断時間

●●用語解説●●

そ の 他 の 質 問そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

◦�令和４年７月21日付けの市立病院再整備に係る神奈川
新聞記事

「流域治水プロジェクト」
酒匂川水系における本市の取り組みは

川久保　昌彦

◦新型コロナウイルス感染症対策
◦人口動態とその対策　　　　　　　　　　　　　など

小田急線栢山駅に隣接する「歩行者
ボトルネック踏切」の取り組み状況は

　岩田　泰明

◦�市長の情報公開に対する姿勢
など

　ここ数年の気候変動を背景とした線状降水
帯やゲリラ豪雨などを踏まえ、河川の流域全

体で水害の軽減を目指すことを目的とした「流域
治水プロジェクト」の検討が2020年より開始され
ている。酒匂川水系におけるこのプロジェクトの
目的および概要、また特に本市として取り組むべ
き対策は何か伺う。

　このプロジェクトは、近年の災害の激甚
化・頻発化を踏まえ、酒匂川流域の河川管理

者、下水道管理者、神奈川県、市町等のあらゆる
関係者が協働して、流域全体でハード・ソフト一
体となった治水対策を計画的に推進するものであ
る。本市においては、下菊川の護岸整備や寺下第
一雨水幹線の整備などのハード対策や、ソフト対
策として、災害リスクを踏まえた立地適正化計画
の推進、避難体制等の強化などに取り組んでいる。

問

答

　小田急線栢山１号踏切は、道路結節点に位
置しており、「歩行者ボトルネック踏切（※）」

として改良すべき踏切に指定されている。おとと
し一般質問した際には、「県もこの実態を把握し
ており、今後、小田急電鉄株式会社と東口改札の
利用を促すソフト対策等の検討を進めていく予
定」との答弁がなされているが、改めて取り組み
状況について伺う。

　栢山１号踏切は、栢山駅西口改札から東側
に向かう方が多いため、踏切部がボトルネッ

クになっており、平成29年１月に国から「改良す
べき踏切道」に指定されている。
　そこで県と小田急電鉄が令和４年３月にソフト
対策として、踏切を渡らずに駅構内の跨線橋から
東口改札を利用していただくよう、構内や踏切付
近に案内看板を設置したところである。

問

答

　小田原市新病院建設調査特別委員会（令和
３年11月４日開催）において、市側とエント

リー業者側との事前接触の公平性について質疑を
行った際、「基本的に接触しない」との答弁が
あった。これに従えば、選定委員会前に、市の関
係者がエントリー業者に会うことはあり得ないと
思うが、市長の行動は、この答弁と矛盾している
のではないか。

　調査特別委員会での答弁は、事業者の選定
のルールを定めた優先交渉権者選定基準の中

で、参加事業者が選定委員に接触することを禁じ
ていることを念頭に、審査に関わっている選定委
員や病院職員のことを想定し、その範疇で答えた
ものである。審査に関わっていない市長のことを
述べているのではなく、答弁と市長の行動には何
ら矛盾はない。

問

答

新病院建設事業者の選定
選定委員会前における市長の行動は

小谷　英次郎
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一般質問

その他 の 質 問

　子どもたちが環境問題を認識するためには、
まず身近な問題から取り上げ、興味関心を持

たせることが大切と考える。
　子どもの発達に応じて、それが地球規模の問題
につながることや地域的な広がりを持つことを認
識するなど環境問題を感じていく教育は、SDGs
の観点からも重要であるが、本市における教育現
場での脱炭素に向けた環境教育の現状を伺う。

　小中学校では総合的な学習の時間の他さま
ざまな教科で環境教育を扱っており、環境問

題への興味関心を高めている。特に中学校では理
科や技術科などで、各自が環境対策について調査
したことを発表するなど主体的・探求的に学びを
展開している。また太陽光発電や生ごみ処理など
省エネや資源リサイクルに取り組んでいる学校も
あり、脱炭素に向けた意識啓発となっている。

問

答

◦�災害に強いまちづくり

気候変動に「行動」を
子どもたちへの環境教育の推進

　　金崎　達

小田原市内の４ロータリークラブによる寄附
議場見学会に当たり、
市内小学校から市役所（議場）までの往復バスが実現

　小田原市議会では、議会報告会の一つの形として市内の小学生を対象とした議場見学会を行って
います。当日は、議場や周辺の施設の見学とともに、市議会議員から議会の制度の説明のほか、質
疑応答を行うことを基本的な形としています。
　この度、７月21日に市内の各ロータリークラブ（小田原ロータリークラブ、小田原北ロータリー
クラブ、小田原城北ロータリークラブ、小田
原中ロータリークラブ）からこの議場見学の
充実のためにということで、17万円の寄附を
いただきました。
　今年度はより多くの学校に対応するため交
通の便の良くない学校には、市で借り上げた
マイクロバスによる移送を開始しましたが、
児童数の多い学校にはバスが足りず、対応が
困難であったことから、この寄附全額を大型
バスの借り上げに充てることといたしまし
た。これにより、10月24日に下府中小学校、
11月11日に豊川小学校の議場見学が実現でき
ることとなりました。

そ の 他 の 質 問

　近年の夏は、これまでの常識では考えられ
ない命に関わる危険な暑さになっている。市

内小中学校の普通教室へのエアコン設置は完了し
たが、特別教室には、まだエアコンが設置されて
いない学校が多い。そこで特別教室へのエアコン
設置の完了予定時期と、特別教室の数が多い中学
校における設置の考え方について伺う。

　特別教室へのエアコン設置は、普通教室へ
の設置完了後、日射の状況や使用頻度等に応

じ１校当たり４教室程度に設置できるよう令和２
年度から順次整備を進めてきた。本年度中に小学
校13校が完了し、令和８年度までに全ての小中学
校で完了する予定である。財政負担を抑えつつ、
できるだけ早く全ての学校へ整備できるよう進め
ているが、中学校は特別教室の数が多く、各学校
の実情に応じた対応も必要であると認識している。

問

答

そ の 他 の 質 問
◦若い世代に着目した街づくり
◦市内鉄道駅周辺の開発と安全性・利便性の向上

小中学校特別教室へのエアコン
設置完了時期は

　清水　隆男

７月21日　寄贈式
出席者（市長、議長、教育長とロータリークラブの皆さま）
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☆次号の市議会だより（令和５年２月１日発行予定）は、
　12月定例会の概要です。

　全国市議会議長会から 
の表彰について、令和４年
６月２日（木）に、議場に
おいて伝達式を執り行いま
した。

大川  裕  議長
議員在職10年

杉山  三郎  議員
議員在職10年

鈴木  美伸  議員
議員在職15年

タブレット端末の運用開始
　市議会内でかねてから検討を重ねてきた
タブレット端末がこのたび導入され、12月
定例会からペーパーレスで会議ができるよ
う、現在、準備を進めています。
　その他、タブレット
端末の活用により、議
会の効率化や活性化を
図ってまいります。

インターネットで議会を視聴できます！
　本市議会では、本会議および委員会の映
像配信（ライブ・録画）を行っています。
場所や時間を問わず会議の様子が視聴でき
ますので、御利用ください。
　また議場や委員会室における傍聴につき
ましては、現在、新型コロナウイルス感染
症拡大防止の観点から、座席同士の間隔を
空けるなどの対応をしていますので、あら
かじめご了承ください。
　なお、傍聴に際しては、電子機器の使用
をはじめとして、一定のルールが設けられ
ておりますので、受付の際に確認ください
ますようお願いいたします。

12月定例会の予定
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